
　　　　　　　　　　　　　　 　    　
日　　時：　

　　　　　　  　　　　

講　　師： ＮＯＭＡ専任コンサルタント
　　　　　（元）立川市総合政策部長 　川嶋　幸夫氏

会　　場：日本経営協会内専用教室
　　　　　（東京都渋谷区千駄ヶ谷 3-11-8）

参 加 料：会員（1名）   29，000 円　　　　　　 　　　　　　     　｝ 31,900 円（負担金）　   消費税   2，900 円　　　　　
　　　      一般（1名）   32，000 円　　　　　  　　　　　　　 　　　　　　     　｝ 35,200 円　　　 　   　  消費税   3，200 円

申込締切日： 令和 2年 9月3日（木）

申込方法： ①ＦＡＸまたは郵送申込…裏面申込書に必要事項をご記入の上、下記へお送り下さい。
②Wｅｂ申込…本会ホームページ上の「セミナーお申込ボタン」を押し、必要事項をご入力下さい。
・受付次第、参加券および請求書をご連絡担当者宛にお送りいたします。
・開催３営業日前までに参加券が届かない場合は、お手数ですがご連絡下さい。
・お申込みは開催日の３営業日前までにお願いいたします。
・本講座は、定員になり次第締め切らせていただきます。

入金方法：参加料は、請求書にもとづき銀行振込にてお納め下さい。領収書は「振込金受領書」をもってかえさせていただきますのでご了承下さい。
キャンセル：お申し込み後、キャンセルされる場合は必ず事前（３営業日前まで）にご連絡下さい。

開催日の３営業日前～前日のキャンセルは受講料の 30％、開催当日のキャンセルは 100％をキャンセル料として申し受けます。
なお、当日までに連絡なくご欠席の場合も、100％のキャンセル料となりますので、あらかじめご了承下さい。

そ の 他 :参加者が少数の場合、天災の場合などにおいては、中止・延期させていただく場合があります。

お 申 込 み
お問合せ先

記

本講座は自治体職員の方を対象としています。

（お電話でのお問合せは平日の月曜日～金曜日の9：15～ 17：15にお願いします）　

東京本部　公務研修グループ
〒151-8538　東京都渋谷区千駄ケ谷3－11－8
TEL（03）3403－1891（直）　　FAX（03）3403－1130
E-mail:tks@noma.or.jp     URL http://www.noma.or.jp

　　　　　　　　　　　 （12：00から受付）
令和 2 年 10 月 1 日（木） 13：00 ～ 17：00

 10 月 2 日（金） 10：00 ～ 16：00

かわしま　　ゆき　お

日程変更
講座名変更

新型コロナウイルス感染拡大防止のため当初の日程を変更して開催いたします。

拝啓 時下ますますご清祥のこととお喜び申しあげます。
　本会の事業活動には、平素より格別なご支援ご協力を賜り厚くお礼申しあげます。
　総務省から 202１年度までに公共施設等総合管理計画（以下、「管理計画」）の見直し・改訂が要請されています。これまで全国
1788 自治体のうち 3団体を除いた 99.8％の自治体で管理計画が策定されていますが、その多くは、人口動態や財政状況などの観
点から最適化への取り組みについて言及しているものの、施設（特に、公共建築物）の必要性や有効性、効率性などの検証が十分さ
れないまま策定・公表されているとの指摘もされています。
一方、2020年度までに、総務省からは「個別施設計画」、各省庁からは「長寿命化計画」の策定が求められています。
　今回改訂する管理計画の策定にあたっては、個別施設の再編・再配置の道筋と、今後も維持する施設の保全への取り組みとの整合
が必要であり、さらには、計画を推進していくためのマネジメント態勢（仕組みづくり）が欠かせません。また、再編・再配置を進
めていくためには住民との合意形成が不可欠となっています。
　講座では、①総合管理計画策定・改訂にあたっての留意事項とその対応、②「個別施設再編計画」の策定、③施設評価の実践と講評
（ワークショップ）、④公共施設マネジメントの仕組みづくりについて学びます。

敬　具　

＊令和2年度年間計画「公共施設個別施設再編計
画策定と住民との合意」は本セミナーとなります。

行 政 改 革 推 進 課 長
公共施設マネジメント課長
財 政 課 長
公 有 財 産 課 長
総 務 課 長

回　覧

日経東発第60015619号
令和2年5月30日

一般社団法人 日本経営協会　

理事長　岡島　芳明

NOMA行政管理講座開催（ご案内）

＜令和2年10月 1日（木）・2日（金）＞

殿

公共施設総合管理計画の改訂に必要な個別施設計画の策定
　　～公共施設の再編・再配置と保全への取り組み、マネジメント態勢の確立に向けて～
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申込書にご記入いただいた情報は、以下の目的に使用させていただきます。
①参加券・請求書の発送および参加者名簿の作成などの事務処理 ②本会主催のセミナー、展示会、通信教育などのご案内

②がご不要の場合は□にチェックしてください。――□不要

『公共施設総合管理計画の改訂に必要な個別施設計画の策定』参加申込書
令和2年10月1日～2日

ＦＡＸ
〒

年
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経 験
年 数

年
ケ月

経 験
年 数

（経験年数は、現在の部課での年数をご記入ください）

講座申込み：ＦＡＸ（03）3403-1130

60015619

1.　総合管理計画策定・改訂にあたっての留意事項と
その対応
　　「行政サービスの水準等の検討」「公共施設の実態
把握と取り組み状況の整理」「数値目標の設定と
PDCA サイクルの確立」「議会や住民との情報共有
等」「PPP/PFI の活用」などへの対応が求められて
おり、その内容について確認するとともに、個別施
設再編計画との関係を整理します。

２．「個別施設再編計画」の策定
　　総合管理計画の改訂作業には、「個別施設再編計
画」の策定が前提になります。特に、数値目標の設
定にあたっては、個別施設の再編・再配置が重要な
ポイントとなります。個別施設再編計画策定にあ
たっての必要な取組みを紹介します。

　(1)　施設評価
　　個別施設の再編・再配置を検討するためには、施
設の現状と課題を整理し、今後の方向性の考え方を
整理することが必要です。特に、１．の「行政サー
ビスの水準等の検討」にあたっては、施設の必要性
の議論にあわせて、施設で実施している様々な施策
（行政サービス）の検証を行うことが不可欠です。
施設評価の視点と留意点について説明します。

　(2)　評価事例の紹介と評価のポイントの解説
　　「公営住宅」「保健センター」「学校施設」「文化セ

かわしま　 ゆき おＮＯＭＡ専任コンサルタント
（元）立川市総合政策部長　川嶋　幸夫  氏
昭和25年10月20日生まれ。立川市行財政改革推進室長、財政課長、
市民生活部長、立川市総合政策部長などを歴任し、平成23 年３月、
立川市退職。その後、民間シンクタンクを経て、本会専任コンサ
ルタントに就任。現在は、自治体職員向けの研修のほか、多くの
自治体の行政経営や公共施設マネジメントに関するアドバイザー
として様々な相談や実務研修等を行っている。

＊お申込み後に事務局から「事前提出シート」をお送り
させていただきますので、こちらのシートに貴自治体
の公共施設のうち１施設の情報をご記入いただき、講
座前に事務局にご返送ください。
　なお、「事前提出シート」はメールでご送付させてい
ただきますので、参加申込書に必ずメールアドレスを
ご記入下さい。

講師紹介 事前提出物

ンター」「公民館」などの施設について、自治体の
取り組み事例を紹介しながら、施設評価のポイント
について説明します。

　(3)　住民との合意形成の仕組みづくり
　　公共施設の再編・再配置は、住民生活と密接して
おり、住民との合意形成は不可欠です。住民との合
意形成の手法について、他自治体の事例を含めて説
明します。

　(4)　個別施設再編計画書に記載すべき事項
　　複数の自治体における個別施設再編計画書の記載
例を紹介し、計画書に記載すべき事項について説明
します。　　

３．施設評価の実践と講評 ( ワークショップ )
　　参加者が持ち寄る資料に基づき、施設評価の実体
験と指導。
　　また、参加者が行った評価結果について講評します。

４．公共施設マネジメントの仕組みづくり
　　改訂版総合管理計画と個別施設再編計画に掲げた
諸課題を推進していくために、今後、各自治体が取
り組まなければならない仕組みづくりとその対応策
について説明します。

検索
★ＷＥＢからもお申込みできます!

▲

プログラム ▲

http://www.noma.or.jp/seminar/tabid/138/Default.aspx ＮＯＭＡ 講　座


